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１ 【半期報告書の訂正報告書の提出理由】 

平成18年11月29日に提出いたしました第42期中（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）

半期報告書の記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため半期報告書の

訂正報告書を提出するものであります。 

 

２ 【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第５ 経理の状況 

１ 中間連結財務諸表等 

(1) 中間連結財務諸表 

 中間連結財務諸表のための基本となる重要な事項の変更 

２ 中間財務諸表等 

(2) 中間財務諸表 

 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

 

３ 【訂正箇所】 

訂正箇所は  を付して表示しております。 
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第一部 【企業情報】 

第５ 【経理の状況】 

１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

中間連結財務諸表のための基本となる重要な事項の変更 
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(訂正前) 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会 

平成14年８月９日))および「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成15

年10月31日 企業会計基準適用指針

第６号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

───── (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))および「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 

───── (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準第

５号)および「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」(企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準適

用指針第８号)を適用しておりま

す。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は7,355,999千円であります。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。 

 

───── 

───── (繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い) 

 当中間連結会計期間から「繰延資

産の会計処理に関する当面の取扱

い」(企業会計基準委員会 平成18

年８月11日 実務対応報告第１号)

を適用しております。 

 なお、株式交付費は、支出時に全

額費用として処理しております。 

───── 
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(訂正後) 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会 

平成14年８月９日))および「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成15

年10月31日 企業会計基準適用指針

第６号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

───── (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))および「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 

───── (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準第

５号)および「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」(企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準適

用指針第８号)を適用しておりま

す。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は7,355,999千円であります。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。 

 

───── 

───── (繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い) 

 当中間連結会計期間から「繰延資

産の会計処理に関する当面の取扱

い」(企業会計基準委員会 平成18

年８月11日 実務対応報告第19号)

を適用しております。 

 なお、株式交付費は、支出時に全

額費用として処理しております。 

───── 
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２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

(訂正前) 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))および「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

       ───── 

        

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年

８月９日))および「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号)を適

用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 

       ───── 

          

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号 平成17

年12月９日)および「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」(企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日)を

適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は5,200,486千円であります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。 

 

       ───── 

          

       ───── 

         

(繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い) 

 当中間会計期間から「繰延資産の

会計処理に関する当面の取扱い」

(企業会計基準委員会 平成18年８

月11日 実務対応報告第１号）を適

用しております。 

 なお、株式交付費は、支出時に全

額費用として処理しております。 

  

       ───── 
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(訂正後) 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))および「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

       ───── 

        

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年

８月９日))および「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号)を適

用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 

       ───── 

          

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号 平成17

年12月９日)および「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」(企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日)を

適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は5,200,486千円であります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。 

 

       ───── 

          

       ───── 

         

(繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い) 

 当中間会計期間から「繰延資産の

会計処理に関する当面の取扱い」

(企業会計基準委員会 平成18年８

月11日 実務対応報告第19号）を適

用しております。 

 なお、株式交付費は、支出時に全

額費用として処理しております。 

  

       ───── 

          

 

― 7 ― 


	010_9336200521812.pdf
	１ 【半期報告書の訂正報告書の提出理由】
	２ 【訂正事項】
	３ 【訂正箇所】
	第５ 【経理の状況】
	１ 【中間連結財務諸表等】
	(1) 【中間連結財務諸表】
	中間連結財務諸表のための基本となる重要な事項の変更

	２ 【中間財務諸表等】
	(1) 【中間財務諸表】
	中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更





